
【機密性2情報】

公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

東京労働局海岸庁
舎外15施設 消防設
備修繕工事

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
古瀬　陽子

平成31年1月16日
株式会社 小川防災
千葉県松戸市紙敷
1-16-3

3040001035071 一般競争入札 3,909,369
1,717,200

（1,550,815）
43.9%

連名契約
（　　）内は東京労

働局負担分

3者

墨田合同庁舎 看板
設置工事

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官代
理
東京労働局総務部会計
課長　後藤　友幸

平成31年1月24日
東海建設 株式会社
東京都千代田区神
田神保町1-1-13

9010001005162 一般競争入札 7,070,352
6,458,400

（3,907,332）
91.3%

連名契約
（　　）内は東京労

働局負担分

1者入札

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

法人番号

様式２－１



【機密性2情報】

公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

新宿合同庁舎 受水
槽補修工事

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
古瀬　陽子

平成31年1月11日

セントラルエンジニア
リング 株式会社
東京都墨田区業平
3-2-2

9010601025857

会計法第２９条
の３第５項及び
予算決算及び
会計令第９９条
第２号に該当す
るため

1,271,320
1,009,800
（616,988）

79.4%

少額随契

連名契約
（　　）内は東

京労働局負担
分

雇用保険電子申請
事務センター五反田
庁舎 レイアウト変更
に伴う内装工事

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官代
理
東京労働局総務部会計
課長　後藤　友幸

平成31年1月30日

株式会社 アクセル
オン
東京都世田谷区南
烏山5-17-11

4010901026254

会計法第２９条
の３第５項及び
予算決算及び
会計令第９９条
第２号に該当す
るため

2,442,315 1,938,600 79.4% 少額随契

中央労働基準監督
署 レイアウト変更に
伴う内装工事

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官代
理
東京労働局総務部会計
課長　後藤　友幸

平成31年1月31日
東海建設 株式会社
東京都千代田区神
田神保町1-1-13

9010001005162

会計法第２９条
の３第５項及び
予算決算及び
会計令第９９条
第２号に該当す
るため

2,126,660 2,066,040 97.1%

少額随契
H31.3.15付け

変更契約
【変更前】
予定価格

￥2,178,489-
契約金額

￥1,814,400-

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

随意契約による
こととした会計
法令の根拠条
文及び理由

（企画競争又は
公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－２



【機密性2情報】

公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

学生等への広報活
動による求職開拓
事業（『「世界一・日
本一」合同企業説明
会』参加勧奨等のた
めの広報活動）（再
度公告）

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
古瀬　陽子

平成31年1月18日

株式会社　東京アド
バタイジング
東京都港区南青山
4-1-6　セブン南青
山3F

4010401020740
一般競争入札

（総合評価方式）
8,854,813 7,315,722 82.6% 1者入札

東京労働局内各署
所における椅子・長
型卓子の交換購入

東京都千代田区九段南
1-2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
古瀬　陽子

平成31年1月18日
株式会社 ジョイフル
東京都江東区千石
2-6-14

4010601047014 一般競争入札 8,072,438 3,539,160 43.8%

渋谷公共職業安定
所外5拠点における
備品等の購入

東京都千代田区九段南1-
2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官代理
東京労働局総務部会計課
長
後藤　友幸

平成31年1月22日
株式会社 ジョイフル
東京都江東区千石
2-6-14

4010601047014 一般競争入札 2,642,349 2,505,600 94.8%

平成30年度東京労
働局及び各署所に
おける複合機の交
換購入及び保守業
務

東京都千代田区九段南1-
2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官代理
東京労働局総務部会計課
長
後藤　友幸

平成31年1月30日

リコージャパン株式
会社
東京都港区芝浦3-
4-1

1010001110829 一般競争入札 3,045,252 390,294 12.8%

労働者派遣事業報
告書ほか14点の印
刷・封入・封緘・発送
業務

東京都千代田区九段南1-
2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官代理
東京労働局総務部会計課
長
後藤　友幸

平成31年1月31日
株式会社　キタジマ
東京都墨田区立川
2-11-7

5010601023501 一般競争入札 1,704,974 1,253,275 73.5%

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－３



【機密性2情報】

平成30年度特別加
入申請書等（平成20
年度分）の電子ファ
イル作成

東京都千代田区九段南1-
2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官代理
東京労働局総務部会計課
長
後藤　友幸

平成31年1月31日
株式会社　フィース
東京都港区白金１
－11－12

1010001110829 一般競争入札 2,299,439 1,226,880 53.4%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



【機密性2情報】

公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

「まだ間に合う、4月
入社！面接会」に係
る会場及び付帯設
備の借上げ及び設
営業務委託

東京都千代田区九段南
1-2-1九段第３合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
古瀬　陽子

平成31年1月15日
三幸　株式会社
東京都千代田区
神田駿河台3-3-4

5010001016816

会計法第２９条
の３第４項及び
予算決算及び
会計令第１０２
条の４第３号に
該当するため

4,416,828 4,416,828 100.0% 別添１

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約による
こととした会計
法令の根拠条
文及び理由

（企画競争又は
公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－４


